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申請書（様式１）１／１

連絡担当窓口
公募関連の連絡先となります。
➢ 連絡がつくメールアドレスをご記載ください。

✓ E-mailは一つのみご記載ください。

✓ 複数の担当者で対応する場合は複数人で受けられるメールボックスなどを

準備するなどでご対応いただきますようお願いいたします。

申請者
申請者の情報をご記載ください。
➢法人名・代表者役職・氏名・所在地は他の提出書類と一致するよう正確にご記

載ください。

法人ごとの提出が必要です
共同申請の場合は、申請者が各々作成し、幹事法人がとりまとめて、提出してください。
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提案書（様式２） １／５

１．法人名
申請書に記載されている法人名をご記載ください。

２．事業類型・事業名称
例に沿ってご記載ください。
➢ 【類型△】を除いた部分が今後の書類の「事業名称」と

なります。

５．事業内容
可能な限り具体的にご記載ください。
➢ 5-1.次ページに記載の観点に沿って、主に接続内容・機能の内容をご記載ください。

※ 具体的な実施方法については6.実施方法にご記載ください。

※ 実施体制については8.実施体制にご記載ください。

➢ 5-2.次ページに記載の観点に沿って「導入後5年程度の推移を年度ごとに」「具体

的な数字をあげて」効果の説明としてご記載ください。

表などが必要になる場合は別に添付してください。

➢ 5-3. ①～③のいずれかに該当するかご記載ください。

 該当の根拠も併せてご記載ください。

法人ごとの提出が必要です
共同申請の場合は、申請者が各々作成し、幹事法人がとりまとめて、提出してください。
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提案書（様式２）２／５

６．実施方法
「成果を高めるための工夫」として、独自性や革新性のある部分、効率化を

図っている内容等をご記載ください。
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提案書（様式２）３／５

７．事業の実施スケジュール
「5－1実施内容」で示した事項を実施する期間についてご記載ください。
➢以下の点も確認できるようご記載ください

• 採用するシステム開発の手法、および事業実施期間中に実施する工程

• 共同申請の幹事法人の場合：全体スケジュールと申請者各々の実施スケジュール

• 補助事業期間内に接続完了しない計画の場合：接続完了見込みの時期

８．実施体制
「5－1実施内容」で示した事項を実施する十分な体制あることが確認できるよう
にご記載ください。

※共同申請の場合は共同申請者の情報も含めて記載ください。
※再委託する場合は再委託先の情報も含めてご記載ください。
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提案書（様式２）４ ／５

９．組織の経験・能力
次ページに記載の観点に沿ってご記載ください。
➢９－２：経験がない場合はない旨をご記載ください。

➢９－３：記載いただいたものにつきましては、あわせて確認書類を必ず提
出してください。
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提案書（様式２）５ ／５

１０．補助金交付申請額
「様式２別添２積算総括表」に記載した「補助金交付申請額」に記載の金

額（補助対象経費に補助率を乗じた金額）と一致するようにご記載ください。
➢共同申請の場合は、「様式２別添２-２積算総括表」と一致するように、共同申請
の全体金額と法人ごとの金額の記載をお願いいたします。
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事業概要（様式２別添１）１／１

構成図

➢以下の3点が確認できるように作成ください。

• 接続するシステム（接続元・接続先）

• データ連携を行う範囲（どのデータをやりとりするか）

• 応募対象としている範囲（補助対象とする範囲）

類型1大企業（みなし大企業）_構成図サンプル

類型2_構成図サンプル

法人ごとの提出が必要です
➢共同申請の場合は、申請者が各々作成し、幹事法人がとりまとめて、提出してください。
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積算内訳書（様式２別添２）１／２

１．積算内訳書

（１）申請者（法人名）
➢申請書に記載の法人名と一致するように記載してください。

（２）類型/企業規模
➢該当するものを選択してください。

（４）積算内訳
➢背景が黄色くハイライトされている各項目について記入例を参考に記載してください。

• 補助事業に要する経費：

※消費税込みの金額の記載が必要です。

人件費以外で消費税を含めない場合は理由を概算根拠欄にご記載ください。

• 概算根拠：

※例を参考に各対象経費ごとに内容と金額の根拠となる単価*数量の計算式

をご記載ください。委託・外注費で一括となる場合も金額の根拠となる内訳

などをご記載ください。

法人ごとの提出が必要です
➢共同申請の場合は、申請者が各々作成し、幹事法人がとりまとめて、提出してください。
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積算内訳書（様式２別添２）２／２

２．資金計画

（１）補助事業に要する経費

（２）補助金充当(予定)額
➢自動で入力されます。

（４）借入条件：補助事業取得財産の担保予定
➢（３）で0以外の金額を入力した場合は選択してください。

（５）自己資金充当金額
➢（１）の金額から（２）、（３）の金額を引いた金額をご記載ください。

（６）収入金
➢補助事業によって収入が「発生」する場合は金額を記載してください。ない場合は

「0」を記載してください。
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積算総括表（様式２別添２ー２）１／１

事業全体の合計

事業者名
➢ 各法人が作成した申請書に記載の法人名と一致するようにご記載ください。

企業規模
➢ 各法人が作成した申請書に記載の企業規模と一致するようにご記載ください。

補助率
➢ 各法人が作成した申請書に記載の補助率と一致するようにご記載ください。

補助事業に要する経費/補助対象経費/補助金交付申請額
➢ 積算内訳書および他資料と一致するようにご記載ください。

共同申請合計額
➢ 自動で入力されます。

※共同申請の場合、幹事法人が作成してください。

共同申請の場合のみ提出
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申請法人概要（様式３）１／１

法人名、代表者役職氏名、所在地
申請書と一致するように記載ください。
➢代表者の「役職」と「氏名」の記載が必要です。

主要業務の実績
主要業務の内容、前年度の実績などをご記載ください。

その他関連会社
申請法人のグループ会社などをご記載ください。

その他の関連会社
（株式会社の場合は主要株主）
申請法人の主要株主と持株割合をご記載ください。

法人ごとの提出が必要です
➢共同申請の場合は、申請者が各々作成し、幹事法人がとりまとめて、提出してください。
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中小企業補助率の適用審査（様式４-１）１／１

１．
申請書に記載の法人名と一致するようにご記載ください。

２．～ ５．
それぞれ記載内容について条件を満たしている場合は左の

チェックボックスにチェックを入れてください。

各項目について他の提出書類を使用し確認を行います。
➢ ２．：「申請法人概要（様式３）」の資本金・従業員数・主要業務の実績で確認します。

➢ ３．：「申請法人概要（様式３）」の主要株主で確認します。

➢ ４．：直近の３年分の財務諸表で確認します。

➢ ５．：提案書の実施内容・実施体制・実施方法で確認します。

該当する場合のみ提出

該当する法人ごとの提出が必要です
➢共同申請の場合は、該当する申請者が各々作成し、幹事法人がとりまとめて、提出してください。
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中堅企業補助率の適用審査（様式４-２）１／１

１．
申請書に記載の法人名と一致するようにご記載ください。

２．～ ３．
それぞれ記載内容について条件を満たしている場合は左の

チェックボックスにチェックを入れてください。

各項目について他の提出書類を使用し確認を行います。
➢ ２．：「申請法人概要（様式３）」の資本金・従業員数・主要業務の実績で確認します。

➢ ３．：提案書の実施内容・実施体制・実施方法で確認します。

該当する場合のみ提出

該当する法人ごとの提出が必要です
➢共同申請の場合は、該当する申請者が各々作成し、幹事法人がとりまとめて、提出してください。
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財務諸表１／１

直近３期分の決算報告書（損益計算書、貸借対照表の確認できるもの）のご提出が必要となります。

➢決算報告書の一部のみをご提出の場合は、申請事業者のものであることが確認できる表紙などもあわせてご提出ください。

➢共同申請の場合は法人ごとにご準備ください。

損益計算書 (P/L) サンプル

売上高 1,000

売上原価 (600)

売上総利益 400

販売費及び一般管理費 (250)

営業利益 150

営業外収益 10

営業外費用 (20)

経常利益 140

...

当期純利益 80

貸借対照表 (B/S) サンプル

資産の部 負債・純資産の部

流動資産

現金及び預金

売掛金, ...

600

固定資産

有形固定資産

無形固定資産, ...

400

資産合計 1,000

流動負債

買掛金, ...

300

固定負債

長期借入金, ...

200

純資産

資本金

利益剰余金, ...

500

負債・純資産合計 1,000



接続先貿易PFの概要資料１／１

接続先貿易PFの概要資料

（接続先貿易PFの企業概要・サービス概要・企業ウェブサイト等）をご提出ください。

➢ 【類型２】の場合は、自社の貿易PF概要資料に加え、接続する全ての貿易PF概要資料もご準備いただきご提出ください。

例

例

例
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賃上げ計画の表明書１／１

「提案書（様式２）」の「９-３賃金引き上げ計画」に本書
類について記載している場合はご提出ください。

イメージ

該当する場合のみ提出
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ワークライフバランスに関する認定証等の写し１／１

「様式２_提案書」の「９-３ワーク・ライフ・バランス等の推進

に関する取組」について記載している場合はご提出ください。

➢以下のうち、該当するものの認定証等の写しをご提出ください

・えるぼし認定

・くるみん認定

・女性活躍推進法に基づく行動計画

・次世代育成支援対策推進法第12条に基づく行動計画

・ユースエール認定

イメージ

該当する場合のみ提出
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申請者情報入力シート１／１

共同申請する場合、共同申請者が各々作成し、幹事法人

がとりまとめて、提出してください。

➢共同申請者については、幹事法人がJグランツ上の入力する情報をエクセルに記

載いただいたものをご提出ください。
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Jグランツ 入力時の注意点１／１

事業者基本情報

申請担当者の連絡先
➢申請書（様式1）と共通の項目は一致するように記入してください。

事業基本情報
➢事業の名称：

• 「提案書（様式２）」と一致するようにご記載ください。

• ※類型は「事業の名称」には記載不要です。

➢事業終了日：

• 補助事業の終了日となります。

• 特に決まってない場合は最終日である2027年2月19日に設定することをお勧めします。

➢補助事業に関する経費合計：

• 様式２別添２の補助事業に要する経費の合計と一致する金額をご記載ください。

➢補助対象経費合計：

• 様式２別添２の補助対象経費の合計と一致する金額をご記載ください。

➢補助金交付申請額合計：

• 様式２別添２の補助金交付申請額と一致する金額をご記載ください。
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